
平成29年4-6月期における物価連動債の発行額等について
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平成29年4-6月期における流動性供給入札について
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第Ⅰ非価格競争入札による発行分の限度額及び
応札責任について
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< 資格 >

① 国債市場特別参加者会合への参加

② 買入消却入札への参加

③ 第Ⅰ非価格競争入札・第Ⅱ非価格競争入札への参加

④ 流動性供給入札への参加

< 責任 >

① 応札責任：全ての国債入札（第Ⅱ非価格競争入札を除く。）で、発行予定額の４％以上

② 落札責任：直近２四半期中の入札で、短期・中期・長期・超長期の各ゾーンについて、発行総額の１％（短期ゾーンは0.5％）

「入札時に顧客から委託を受ける場合に、入札の平均価格で買いたいと言われることがある。国債市場特別参加者が入札の平

均価格で購入できる第Ⅰ非価格競争入札という仕組みがあるが、最近の市場の状況では、顧客の平均価格での購入ニーズが高く、

第Ⅰ非価格競争入札で確保できる量では賄えなくなっているのではないかと思う。結果として、最近は、顧客のニーズに応える

ため平均価格より高い価格で落札し、それを平均価格で顧客に販売するケースも多くなっており、このことが積極的に入札に参

加しにくい一つの要因となっている。」

１．国債市場特別参加者の主な責任及び資格

２．国債市場特別参加者の資格についての意見（国債市場特別参加者会合（第66回、平成28年6月24日）議事要旨（抜粋））

３．諸外国のプライマリー・ディーラー制度（応札・落札責任）

国債市場特別参加者制度について

アメリカ イギリス ドイツ

応札
・全ての入札に参加
・発行額／PD数

・全ての入札に参加
・直近半年間の発行総額の5%以上
（義務ではなく目標）

―

落札 ―
利付債、物価連動債の各セクターごと
に、直近半年間の発行総額の2%以上
（義務ではなく目標）

1年間の発行総額（デュレー
ションで按分）の0.05%以上
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第Ⅰ非価格競争入札による発行分の限度額及び応札責任の見直し（案） 
 

 

１．第Ⅰ非価格競争入札の発行限度額拡大 
 

○ 第Ⅰ非価格競争入札による発行分の限度額について、現行の

「発行予定額の 10％」から「発行予定額の 20％」に引き上げる。 
 

 

２．応札責任の引上げ 
 

○ 応札責任について、現行の「発行予定額の 4％以上」から 

「発行予定額の 5％以上」に引き上げる。 
 

 

 

⇒ いずれも、平成 29 年 7 月以降に発行されるすべての国債（国庫短期証券を含む）の 

入札から適用。 
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（議題2.関連）
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（議題4.関連）
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